
(単位：千円）

(単位：千円）

交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

合　　計 43,853,502 40,842,306 30,863,977 8,688,038 1,284,093 6,198 3,011,196

1
特定地域特別振興事
業

旧日本軍による飛行場用地の接収により、地域社会が分散
し、伝統・文化等の進展が阻害された地域の振興・活性化
を図るため、関係市町村が取りまとめた取組を支援する。
平成31年度は、那覇市のともかぜ振興会館（仮称）及び大
嶺コミュニティーセンター（仮称）の整備に係る補助に取
り組む。

ｿ 9 25 4 34 3 1,191,011 1,191,011 355,697 44,462 790,852 3 2 (5) ｲ

2
琉球政府文書デジタ
ル・アーカイブズ推
進事業

離島住民を含め多くの県民が琉球政府文書を利用できるよ
うにするため、紙資料をデジタル化し、インターネットで
閲覧できるようにする。劣化の激しい資料については、デ
ジタル化の前に修復を行う。

ｿ 9 25 11 34 3 216,437 216,437 173,149 43,288 3 1 (4) ｱ

3
在米沖縄関係資料収
集公開事業

戦後の歴史資料として県民の利用に供するため、米国国立
公文書館所蔵の沖縄戦及び戦後の米国統治関係写真と動画
を収集し公開する。

ｿ 5 29 4 34 3 27,756 27,756 22,204 5,552 3 1 (4) ｱ

4
大規模駐留軍用地跡
地利用推進費

普天間飛行場の返還後、速やかに事業着手するため、基地
返還後の跡地利用計画（普天間飛行場跡地利用計画（宜野
湾市との共同調査）策定、中南部都市圏の跡地利用広域構
想更新）に向けた調査を行う。

ﾖ 10 24 5 34 3 26,639 26,639 21,311 5,328 3 3 (13) -

5
沖縄離島住民等交通
コスト負担軽減事業

移動しやすい環境の構築を図るため、航路については、Ｊ
Ｒ在来線並み、航空路については新幹線並みの水準を参考
に、移動費負担を軽減する。また、入域者数の維持による
地域の活性化に資するため、交流人口の航空運賃の負担を
軽減する。

ﾀ 10 24 4 34 3 2,110,535 2,110,535 1,688,428 422,107 3 3 (11) ｱ

6
離島航路運航安定化
支援事業

離島航路を確保・維持するため、航路事業者が船舶を確保
する際の建造費又は購入費を補助する。

ﾀ 10 24 6 34 3 2,628,348 2,185,348 1,748,277 218,646 218,425 443,000 3 3 (11) ｳ

7
公共交通利用環境改
善事業

県民及び外国人を含めた観光客の移動利便性向上に資する
公共交通の利用環境を改善するため、ノンステップバスや
多言語対応案内表示器等の導入等を支援する。

ｿ 10 24 6 34 3 307,674 252,679 202,143 50,536 54,995 3 1 (7) ｳ

8
離島交通ヘリコプ
ター活用支援事業

離島の交通における利便性を確保するため、船舶や高速船
の欠航等が発生した場合の代替交通手段となるヘリの
チャーター運航に要する経費の一部を補助する。

ﾀ 5 29 4 34 3 30,762 30,762 24,609 6,153 3 3 (11) ｳ

令和元年度　沖縄振興交付金事業計画（沖縄振興特別推進交付金）
令和1年6月25日

地方公共団体名 沖縄県

交付限度額
（県分）

交付金交付額

既計上額　① 追加額　② 合計額  （①＋②）

32,116,000 29,842,579 1,021,398

　交付対象事業費 交付対象外
経費

№ 交付対象事業等
の名称

交付対象事業等の概要 備考
振興計画
該当箇所

30,863,977

事
業
分
類

計
画
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間
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始期
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Ｂ
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Ｃ

年 月 年 月

Ａ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　1/29
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9
ハワイ東西センター
連携事業

国際的な研究・交流ネットワークの構築に資するため、県
内の社会人等をハワイ東西センター及びハワイ大学大学院
に派遣する。

ﾍ 10 24 7 34 3 4,385 4,385 3,508 877 3 5 (4) ｱ

10
沖縄科学技術イノ
ベーションシステム
構築事業

新技術等を活用した製品化に繋げるため、企業のニーズに
合わせた基礎研究を大学等が進め、その研究に企業等が参
画し、応用研究に移行する際には、設備投資等の初期費用
を補助する。

ｦ 5 27 5 32 3 246,091 236,091 188,872 47,219 10,000 3 3 (5) ｲ

11
成長分野リーディン
グプロジェクト創出
事業

先導的な研究を支援することにより研究が進むことで、研
究成果を活用する企業や研究機関等の参入を促すため、健
康・医療分野、環境・エネルギー分野において、産学官が
連携した共同研究を実施する。

ｦ 5 29 4 34 3 157,774 157,774 126,219 31,555 3 3 (5) ｲ

12
知的・産業クラス
ター支援ネットワー
ク強化事業

大学等の高度な研究成果を効率的に事業化へと繋げるため
の仕組みを構築することを目的とし、県内大学等研究者間
等の連携促進による大学等研究者の学外連携促進、及び大
学発ベンチャー企業等の集積に向けた課題解決支援等の研
究シーズ事業化機能の強化を行う。

ｦ 9 24 5 33 3 42,743 42,743 34,194 8,549 3 3 (5) ｲ

13
先端技術活用による
エネルギー基盤研究
事業

本県は、地理及び需要規模の制約があることから、エネル
ギー基盤に係るモデルを創出し、エネルギーの安定供給及
び供給源の多様化等につなげるため、先端技術を活用した
エネルギー基盤技術に関する共同研究について、研究費を
補助する。

ｦ 10 24 5 34 3 130,468 106,468 85,174 21,294 24,000 3 3 (5) ｲ

14
沖縄感染症研究成果
活用促進事業

　感染症分野の研究成果を産業利用等につなげるため、企
業等が行う研究成果を活用した研究開発に対して補助す
る。

ｦ 4 30 6 34 3 64,345 54,345 43,476 10,869 10,000 3 3 (5) ｲ

15
子供科学技術人材育
成事業

子どもたちの科学技術に対する興味、関心を高め、沖縄の
科学技術、産業振興を担う人材の育成に繋げるため、
OIST、琉球大学、沖縄高専等と連携し、科学教室、科学教
育プログラム等を実施する。

ｦ 4 30 4 34 3 47,240 47,240 37,792 9,448 3 3 (5) ｴ

16
先端医療技術実用化
促進事業

沖縄県において先導的に研究支援を行ってきた再生医療分
野にかかる臨床研究と疾患ゲノム分野にかかる共同研究を
促進し、沖縄県民への研究成果の還元に向け、先端医療技
術の実用化を目指す。

ｦ 6 28 5 34 3 152,186 152,186 121,748 30,438 3 3 (5) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　2/29
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17
超高速ブロードバン
ド環境整備促進事業

離島及び過疎地域における超高速ブロードバンド基盤整備
率を本島中南部と同程度まで向上させ、ICT利用による利
便性を全県的に等しく享受する環境を構築するため、超高
速ブロードバンド環境整備及びサービスを提供する通信事
業者に対する補助を行う。

ﾜ 6 28 4 34 3 1,233,731 1,110,471 888,376 111,161 110,934 123,260 3 3 (11) ｲ

18 新規
大東地区情報通信基
盤整備推進事業

大東地区において、高度な情報通信技術の利活用環境の形
成を図るため、沖縄本島と北大東島を結ぶ高速大容量の中
継伝送路の整備に必要な情報通信基盤を構築する。

ﾀ 3 31 4 34 3 469,464 469,464 375,571 93,893 3 3 (11) ｲ

19
沖縄・奄美連携交流
促進事業

世界自然遺産登録の候補地として一体的に評価されている
ことを契機に、両地域間の移動しやすい環境を構築し、両
地域の交流を促すため、沖縄～奄美群島間において、陸上
交通と比べて割高な航空路運賃及び航路運賃の低減を行
う。

ｿ 6 28 4 34 3 98,786 98,786 79,028 19,758 3 1 (4) ｴ

20
沖縄離島体験交流促
進事業

交流促進により、離島の重要性、特殊性及び魅力に対する
理解を深めるため、沖縄本島及び離島の児童を別の離島に
派遣し、離島地域の人々との交流のもと、体験学習や民泊
等を行う。

ﾀ 10 24 4 34 3 261,299 261,299 209,039 52,260 3 3 (12) ｵ

21
離島特産品等マーケ
ティング支援事業

離島特産品等に関し、販売戦略の構築・実施について外部
専門家による指導等を行うことにより離島地域が抱える不
利性の克服を図り、島内・圏域内での販売戦略と連携した
形で、少量・多品種、高付加価値商品の販路を拡大する。

ﾀ 10 24 6 34 3 81,308 79,358 63,486 15,872 1,950 3 3 (12) ｳ

22
離島観光・交流促進
事業

県民の離島に対する理解促進と、離島における体験ブログ
ラムの開発・改善や受入体制の強化を図り、離島への誘客
及び再訪を促すため、県民を対象としたモニターツアーを
行う。

ﾀ 6 28 5 34 3 195,619 195,619 156,495 39,124 3 3 (12) ｵ

23 新規
離島ＩＣＴ利活用促
進事業

コワーキングスペース等を活用して、テレワーカーを育成
することで島外から仕事を取り込む環境を構築し、新たな
雇用（副収入を得る手立て）を創出することで定住化の促
進を図る。

ﾀ 3 31 4 34 3 41,296 33,296 26,636 6,660 8,000 3 3 (11) ｲ

24
沖縄振興特別推進交
付金町村支援事業

財政力の弱い町村が行う沖縄振興特別推進交付金を最大限
活用するため、財政力の弱い町村に対する沖縄振興特別推
進交付金の町村負担分の一部についての財政支援を行う。

ｿ 10 24 7 34 3 390,000 390,000 312,000 78,000 - - - -

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　3/29
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25
基地返還に係る環境
対策事業

円滑な跡地利用を図るため、返還予定基地について情報収
集するとともに、返還時等に適切な住民参画を実施するた
め、県民にわかりやすく基地環境問題等を伝えられる専門
家育成の研修等を行う。

ﾚ 8 26 4 34 3 33,590 33,590 26,872 6,718 3 2 (5) ｱ

27
赤土等流出防止海域
モニタリング事業

沖縄県が実施している赤土流出防止対策内容に反映させる
ため、赤土の流出状況等を調査する。

ﾚ 10 24 4 34 3 52,400 52,400 41,920 10,480 3 1 (1) ｲ

28
赤土等流出防止活動
支援事業

地域の貴重な財産である河川や海域を、住民による自主的
で継続的に実施される赤土等流出防止対策によって保護す
るため、NPO等に対する活動費助成のほか、環境教育、啓
発イベント等を行う。

ﾚ 9 25 5 34 3 23,100 23,100 18,480 4,620 3 1 (1) ｲ

29
離島廃棄物適正処理
促進事業

離島市町村の廃棄物処理について、処理経費の削減及びリ
サイクル率の向上を図るため、運搬方法の改善策や必要機
器の整備等の支援を実施する。また、離島の一般廃棄物焼
却施設から排出される焼却灰を再資源化する手法を検討す
る。

ﾀ 5 29 5 34 3 32,200 32,200 25,760 6,440 3 3 (11) ｲ

30
生物多様性おきなわ
ブランド発信事業

沖縄県の生物多様性を保全するため、生物多様性ブランド
価値の発掘や「生物多様性保全利用指針（仮称）」の策定
を行う。また、県民に対して、生物多様性の重要性を周知
するため、沖縄県のホームページに映像コンテンツ等を掲
載する。

ﾚ 6 28 5 34 3 128,800 128,800 103,040 25,760 3 1 (1) ｱ

31
サンゴ礁保全再生地
域モデル事業

自立的に運営できるサンゴ礁保全再生地域モデルを構築す
るため、サンゴ種苗の低コスト生産技術の開発等を行うと
ともに、サンゴ種苗の生産、植付、環境保全活動、環境教
育等を一体的に行う。

ﾚ 10 24 4 34 3 116,620 116,620 93,296 23,324 3 1 (1) ｱ

32 新規
自然環境の保全利用
協定締結推進事業

増え続ける観光客に対して自然体験活動が県内各地で行わ
れる中、自然環境の過度な利用を防止することを目的に、
保全利用協定の締結地域の拡大を図り、地域の自主的な保
全と利用の取組を推進していく。

ﾚ 3 31 4 34 3 12,300 12,300 9,840 2,460 3 1 (1) ｴ

33
オニヒトデ対策普及
促進事業

大量発生したオニヒトデによるサンゴの被害を未然に防ぐ
ため、実証された大量発生予察手法について、実行可能な
手法を検証しながら技術の精度向上を図るとともに、大量
発生のメカニズムの解明をさらに進め、予察、駆除等の大
量発生防止手法を全県的に普及させる。

ﾚ 4 30 4 34 3 47,600 47,600 38,080 9,520 3 1 (1) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　4/29
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34
世界自然遺産登録推
進事業

2020年の確実な遺産登録に向け、IUCNから示された課題に
対応するとともに、登録後も視野に入れた遺産価値の維持
と適正利用の両立を図るため、ノイヌ・ノネコ等の外来種
対策やイリオモテヤマネコ等の希少種保護、密猟防止対
策、自然環境の適正な利用に向けた体制構築等の取組を実
施する。また、遺産価値の保全等に対する地域の理解醸成
に向けた普及啓発や、地域社会の参加と協働による遺産の
管理体制の構築等に取り組む。

ﾚ 7 25 6 32 3 328,700 328,700 262,960 65,740 3 1 (1) ｲ

35
マング－ス対策事業
費

沖縄島北部（やんばる）地域における希少種（ヤンバルク
イナ、ケナガネズミ等）の生息域を拡大（回復）させ、生
態系の保全（回復）を図るため、マングースの捕獲及び希
少種回復調査を行う。

ﾚ 10 24 4 34 3 100,200 100,200 80,160 20,040 3 1 (1) ｱ

36 外来種対策事業

沖縄県の生態系を保全するため、沖縄県外来種対策行動計
画（仮称）を策定するほか、肉食系外来種（グリーンア
ノール、タイワンスジオ、クジャク、イタチ）の捕獲器改
良及び捕獲手法の検討やヒアリの調査及びマニュアル作
成、港湾関係者への研修を実施する。

ﾚ 5 27 10 32 3 111,350 111,350 89,080 22,270 3 1 (1) ｱ

37
低炭素島しょ社会実
現に向けた地球温暖
化防止対策等事業

自然環境の保全を図るため、重油等からクリーンなエネル
ギーであるＬＮＧ(液化天然ガス)へ転換に必要なLNGサテ
ライト設備の設置費用を補助する。

ﾚ 5 29 4 34 3 253,210 127,210 101,768 25,442 126,000 3 1 (3) ｲ

38 新規
おきなわ型省エネ設
備等普及事業

CO２の削減を図るため、県内基幹産業である観光事業者等

に対し、総合的・複合的な環境対策に係る費用を補助し、
普及拡大に取り組む。

ﾚ 3 31 4 34 3 175,100 75,930 60,744 15,186 99,170 3 1 (3) ｱ

39
自然環境の保全・再
生・防災機能戦略的
構築事業

沖縄らしい自然環境を再生・維持していくため、市町村の
沖縄県自然環境再生指針を踏まえた再生の取組を支援し、
活動団体のネットワーク形成を図る。

ﾚ 10 24 6 34 3 22,340 22,340 17,872 2,258 2,210 3 1 (1) ｳ

40
花緑ちゅらポート事
業

観光地としてふさわしい景観形成を図るため、空港（久米
島、宮古、石垣）及び港湾について、ターミナル及び周辺
へのプランター設置や植樹升への花の植え付けを行う。

ﾀ 9 25 5 34 3 40,200 40,200 32,160 8,040 3 3 (2) ｴ

41
環境配慮型による緑
化木保全対策事業

沖縄県の緑化木を代表するデイゴやホウオウボク等の病害
虫被害を減らすため、被害調査や薬剤等の選定、診断マ
ニュアルの作成等を行う。

ﾚ 5 29 4 34 3 52,377 52,377 41,901 7,799 2,677 3 1 (1) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　5/29
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Ｃ

年 月 年 月

Ａ

42 新規
外来植物防除対策事
業

沖縄の生物多様性の保全及び観光立県にふさわしい良好な
景観形成を確保するため、在来植物の生育を阻害するギン
ネムの拡散防止・駆除技術の確立を行う。

ﾚ 3 31 4 34 3 15,950 15,950 12,760 3,190 3 1 (1) ｱ

43
島しょ型福祉サービ
ス総合支援事業

離島地域における介護サービスの提供確保、基盤拡充を図
るため、離島市町村に対し支援する。

ﾇ 10 24 4 34 3 50,033 37,524 30,019 7,505 12,509 3 2 (3) ｴ

44
ステップハウス運営
事業

 ＤＶ被害者等が地域の中で自立した生活を送るため、一
時保護後の心のケアや生活支援等を行うステップハウスを
運営する。

ﾇ 10 24 6 34 3 8,966 8,966 7,172 1,794 3 2 (4) ｱ

45
被虐待児等地域療育
支援・連携体制構築
事業

児童養護施設等を地域の社会的養護の支援拠点とすること
を目的に、専門の心理療法士や療育支援コーディネーター
等を配置し、特別なケアを必要とする地域の被虐待児等要
保護児童やその家庭等への支援体制を構築する。

ﾇ 4 30 4 34 3 46,239 46,239 36,991 9,248 3 2 (2) ｴ

46
ひとり親家庭生活支
援モデル事業

　ひとり親家庭が地域の中で自立した生活を送れるよう
に、民間アパート等を活用し、生活・就労支援、子どもへ
の学習支援等、各家庭に応じた総合的な支援を行う。

ﾇ 10 24 6 34 3 177,122 177,122 141,697 35,425 3 2 (2) ｴ

47
ひとり親家庭技能習
得支援事業

ひとり親家庭の就労支援や生活基盤の安定を図るため、親
に対し技能取得の支援を行うとともに、受講中の一時預か
り等の子育て支援を行う。

ﾇ 9 25 5 34 3 27,853 27,853 22,282 5,571 3 2 (2) ｴ

48
ひとり親家庭等認可
外保育施設利用料補
助事業

認可保育所に空きがない等の理由により子どもを認可外保
育施設へ入所させているひとり親家庭等に対し、認可外保
育施設がその利用料の全部または一部を減免した場合にお
いて、当該施設へそのひとり親家庭等の利用料減免相当額
を補助する。

ﾇ 5 27 5 32 3 37,420 37,420 29,935 3,742 3,743 3 2 (2) ｴ

49
子育て総合支援モデ
ル事業

子どもの学習の遅れがその後の貧困に繋がることを防止す
るため、町村教育委員会が認定する準要保護児童等及び住
民税非課税世帯等の高校生に対する学習支援を行うととも
に、親に対する養育支援等を実施する。

ﾇ 10 24 8 34 3 414,674 414,674 331,739 82,935 3 2 (2) ｵ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　6/29



(単位：千円）

(単位：千円）

交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

令和元年度　沖縄振興交付金事業計画（沖縄振興特別推進交付金）
令和1年6月25日

地方公共団体名 沖縄県

交付限度額
（県分）

交付金交付額

既計上額　① 追加額　② 合計額  （①＋②）

32,116,000 29,842,579 1,021,398

　交付対象事業費 交付対象外
経費

№ 交付対象事業等
の名称

交付対象事業等の概要 備考
振興計画
該当箇所

30,863,977

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

Ｂ

負担額

Ｃ

年 月 年 月

Ａ

50
放課後児童クラブ支
援事業

放課後児童クラブの公的施設活用を促進するため、市町村
の設置計画策定等の支援、公的施設移行までの家賃補助や
市町村に対する施設整備補助を行い、クラブの環境改善、
質の向上、利用料の引下げを図る。また、公的施設移行の
可能性の低い民間施設の老朽化等に伴う施設改修経費の助
成を行い、環境改善を図る。

ﾇ 10 24 5 34 3 785,187 696,937 557,549 71,353 68,035 88,250 3 2 (2) ｲ

51
待機児童対策特別事
業

認可外保育施設の認可化促進による待機児童の解消及び同
施設の質の向上を図るため、施設改善、児童の処遇向上等
の支援を行う市町村に対する補助等を行うとともに、待機
児童解消を加速化するため、ヒト・モノ・サポート体制を
総合的に推進する多角的な取組を実施する。

ﾇ 10 24 4 34 3 746,794 742,523 594,018 85,792 62,713 4,271 3 2 (2) ｲ

52
事業所内保育総合推
進事業

待機児童の解消を図るため、地域型保育事業の認可を受け
る施設に対する施設整備の補助を実施し、事業所内保育施
設の設置を推進する。

ﾇ 6 26 4 32 3 77,178 51,512 41,209 7,735 2,568 25,666 3 2 (2) ｲ

53 保育士確保対策事業
待機児童解消に必要な保育士を確保するために、市町村等
が実施する取り組みについて支援を行うことにより、保育
士の新規確保、離職防止を図る。

ﾇ 5 27 10 32 3 199,357 199,357 159,485 19,936 19,936 3 2 (2) ｲ

55 新規
沖縄平和啓発プロ
モーション事業

これまでに蓄積された沖縄戦体験談や資料を活用して、平
和を希求する「沖縄のこころ」を次世代に継承するため、
県内外でプロモーションを行うとともに、アジア諸国の若
者が自国の歴史を学び、沖縄で県内の若者と一緒に沖縄の
歴史と文化、沖縄戦の実相と教訓を共に学ぶ。

ｿ 3 31 4 34 3 73,708 73,708 58,966 14,742 3 4 (2) ｳ

56
国際児支援体制強化
事業

アメラジアンスクール・イン・オキナワに通う児童生徒達
を対象に児童生徒が本来の学籍がある小中学校への移動及
び県立高校等への進学を目標としたきめ細かい学習指導、
カウンセリング等の支援体制の強化のための取組に対し支
援を行う。

ｿ 6 28 5 34 3 10,792 10,792 8,633 2,159 3 2 (7) ｱ

57 代診医派遣事業
県内離島へき地診療所に配置された医師が研修への参加等
により不在になる期間、代診医を派遣する。

ﾙ 10 24 4 34 3 36,498 31,148 24,917 6,231 5,350 3 2 (3) ｳ

58
県立病院医師派遣補
助事業

離島・へき地における医療を確保するため、沖縄県病院事
業局が実施する医師派遣事業等を支援する。

ﾙ 10 24 4 34 3 577,570 577,570 462,056 115,514 3 3 (11) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　7/29
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59 医学臨床研修事業
離島・へき地の医師不足解消を図るため、県立病院の臨床
研修事業を活用し、医師の育成、離島・へき地の県立病院
へ医師の派遣を行う。

ﾙ 10 24 4 34 3 392,425 281,424 225,139 56,285 111,001 3 2 (3) ｳ

60
県立病院医師確保環
境整備事業

県立病院の医師確保を図るため、指導医の招聘、専門医資
格取得のための医師の研修派遣及び県外大学病院等からの
医師派遣継続のための海外留学費用助成を実施する。

ﾙ 9 25 4 34 3 23,486 23,486 18,788 4,698 3 2 (3) ｳ

61 代替看護師派遣事業
沖縄県病院事業局が設置する離島診療所に配置された看護
師が研修への参加等により不在になる期間の代替看護師の
派遣を支援する。

ﾙ 9 25 5 34 3 23,101 23,101 18,480 4,621 3 2 (3) ｳ

62
救急医療用ヘリコプ
ター活用事業

沖縄県ドクターヘリの安定継続的運航を図るため、地理的
特性等の沖縄特有の事情により全国に比べ割高となってい
る運営経費に対する支援を行う。

ﾙ 10 24 6 34 3 19,280 19,280 15,424 3,856 3 2 (3) ｳ

63
ヘリコプター等添乗
医師等確保事業

自衛隊及び海上保安庁の協力により実施している急患空輸
ヘリ等への添乗医師等の安定的確保を図り、県内の救急医
療体制を強化・維持するため、添乗医師等派遣協力病院を
支援する。

ﾙ 10 24 4 34 3 32,930 32,930 26,344 6,586 3 2 (3) ｳ

64
専門医派遣巡回診療
支援事業

離島に住む住人が、島内で専門医の診察を受診できるよう
にするために、離島診療所において専門医による巡回診療
を実施する。

ﾙ 10 24 5 34 3 34,000 34,000 27,200 6,800 3 3 (11) ｲ

65
みんなのヘルスアク
ション創出事業

働き盛り世代（個人）や事業所（職域）に対して、健康づ
くりの実践を促す啓発広報や健康経営セミナーを実施する
とともに、市町村が抱える健康課題の抽出や解決に向けた
施策展開を支援するため、生活習慣等実態調査マニュアル
を作成する。

ｿ 5 28 5 33 3 35,000 35,000 28,000 7,000 3 2 (1) ｱ

66 新規
はしか等輸入感染症
緊急特別対策事業

東京オリンピック開催に伴う更なる外国人観光客の増加に
備え、はしか（麻しん）等輸入感染症対策のため、20歳～
49歳の成人に対し、麻しん抗体検査費用を一部助成し抗体
価が低い者に対しMRワクチン接種費用の全額を助成する。
また、定期予防接種率向上ための広報を強化する。

ﾙ 3 31 4 34 3 63,478 63,478 50,782 12,696 3 2 (3) ｵ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　8/29
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67 水道広域化推進事業
水道広域化により、本島と離島の水道サービスの格差を是
正し、定住条件の整備を図るため、水道広域化の早期実施
に向けて必要な施設整備等の取組を実施する。

ﾀ 10 24 6 34 3 50,542 49,226 39,380 4,978 4,868 1,316 3 3 (11) ｲ

68
抗ハブ毒ヒト抗毒素
の実用化事業

咬症時の治療薬について、現行のウマ抗毒素より効果が高
く、より人間の成分に近く副作用が起きにくい抗ハブ毒ヒ
ト抗毒素の開発に取り組む。

ｿ 10 24 5 34 3 15,675 15,675 12,540 3,135 3 2 (3) ｵ

69 抗毒素配備事業
ハブ咬症時の県民及び観光客の安全な治療環境を確保する
ため、治療薬であるハブ抗毒素を、県内の医療機関に配備
する。

ｿ 10 24 5 34 3 3,105 3,105 2,484 621 3 2 (3) ｵ

70
危険外来種咬症根絶
モデル事業

危険外来ハブ類の効果的な防除方法を確立するため、本島
等に定着し分布を拡大している危険外来ハブ類の基礎生態
調査を実施する他、モデル地区内で駆除実験を行い低密度
化への実証を行う。

ｿ 10 24 5 34 3 20,528 20,528 16,422 4,106 3 2 (3) ｵ

71
気候変動対応型果樹
農業技術開発事業

果樹産業の振興を図るため、気候変動に対応した果樹品種
及び安定生産技術の開発と品種の育成を行うとともに、
ヒートポンプ等を活用した新たな生産技術を開発する。

ﾊ 9 25 5 34 3 68,278 68,278 54,622 13,656 3 3 (7) ｵ

72
島嶼を支える作物生
産技術高度化事業

本県の基幹作物であるサトウキビの生産振興を図るため、
管理作業の省力化、作業時間の短縮により、適期による栽
培管理を可能にし、単収向上による安定生産、黒糖の高付
加価値化と新規有用素材の作出を目指した技術開発を行
う。

ﾊ 4 30 4 34 3 60,710 60,710 48,568 12,142 3 3 (7) ｵ

73
先端技術を結集した
園芸品目競争力強化
事業

沖縄の地域資源を含む園芸作物の競争力強化のために、こ
れまでに培った先端技術を結集し、沖縄園芸作物のオンデ
マンド育種の実用化と安定供給に向けた安定生産技術の開
発を行う。

ﾊ 4 30 4 34 3 55,544 55,544 44,435 11,109 3 3 (7) ｵ

74
沖縄型牧草戦略品種
育成総合事業

本県の気象・土壌条件に適し、普及品種より栄養収量に優
れる「沖縄型牧草戦略品種」の育成及び栽培技術の開発を
行う。

ﾊ 8 24 6 32 3 11,079 11,079 8,863 2,216 3 3 (7) ｵ

75
沖縄アグー豚肉質向
上推進事業

沖縄アグー豚の肉質の安定向上を図るため、DNAチップを
活用して効率的な育種改良を推進する研究を行う。

ﾊ 8 25 5 33 3 13,636 13,636 10,908 2,728 3 3 (7) ｵ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　9/29
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76
リュウキュウマツを
天敵で守る技術開発
事業

リュウキュウマツを松くい虫から守るため、天敵（クロサ
ワオオホソカタムシ）を利用し、広大領域に対応した環境
に優しい防除技術を開発する。

ｿ 3 29 4 32 3 36,405 36,405 29,124 7,281 3 1 (1) ｲ

77 新規
海岸防災林の効果向
上技術開発事業

海岸防災林の災害防止効果を向上させるため、海岸防災林
の整備・改良技術の開発研究を行う。

ﾊ 3 31 4 34 3 35,950 35,950 28,760 7,190 3 3 (7) ｵ

78
おきなわ産ミーバイ
養殖推進事業

養殖ハタ類の持続可能な発展を見据えた生産体制を強化す
るため、産卵誘発技術や低コスト給餌技術の開発等の各種
試験研究を実施する。

ﾊ 5 27 7 32 3 16,922 16,922 13,537 3,385 3 3 (7) ｵ

79
オキナワモズクの生
産底上げ技術開発事
業

本県の特産品であるオキナワモズクの安定生産を図るた
め、生産の底上げを目指した養殖技術と交雑技術の開発を
行う。

ﾊ 8 24 6 32 3 31,642 31,642 25,313 6,329 3 3 (7) ｵ

80 新規
海ブドウ養殖の安定
生産技術開発事業

陸上養殖における海ブドウの夏期、冬期の品質の劣化、製
品歩留まりの低下を改善するための養殖技術を開発する。

ﾊ 3 31 4 34 3 24,607 24,607 19,685 4,922 3 3 (7) ｵ

81
６次産業化人材育成
活性化事業

沖縄県の気候的特徴や地域資源を活かした６次産業化を推
進するため、戦略的な商品開発と販路開拓を実施し、農山
漁村の活性化と農林水産業の振興を図る。

ﾊ 3 30 4 33 3 47,571 43,821 35,056 8,765 3,750 3 3 (7) ｷ

82
農林水産物流通条件
不利性解消事業

本土向けに出荷する農林水産物（戦略品目）の輸送コスト
を直近他県と同一条件とし、出荷時期・出荷量の拡大を図
るため、沖縄－本土間の輸送費の一部に対する補助を行
う。

ﾊ 10 24 7 34 3 2,854,186 2,854,186 2,283,348 570,838 3 3 (7) ｲ

83
県産農林水産物輸出
体制構築事業

沖縄県産農林水産物の海外における販路拡大及び現地での
定番化を図るため、県産農林水産物に関する商談会や市場
調査、テストマーケティング等を実施する。

ﾊ 3 30 4 33 3 83,222 83,222 66,577 16,645 3 3 (7) ｷ

84 新規
県産農産物品質改善
に向けた出荷モデル
構築事業

　県産農産物の出荷、流通面で抱える課題を解決するた
め、青果物の輸送体系、輸送方法の実態調査を行い県産農
産物の品質改善に向けた取組を推進する。

ﾊ 3 31 4 34 3 7,678 7,678 6,142 1,536 3 3 (7) ｲ

85
沖縄県新規就農一貫
支援事業

意欲有る新規就農者等の育成・確保を図るため、就農相談
体制の充実、研修施設の整備、農業用機械・施設等の初期
投資支援等を行い、相談から定着まで一貫した支援を行う
仕組みを構築する。

ﾊ 10 24 6 34 3 443,841 329,849 263,879 65,970 113,992 3 3 (7) ｴ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　10/29



(単位：千円）

(単位：千円）

交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

令和元年度　沖縄振興交付金事業計画（沖縄振興特別推進交付金）
令和1年6月25日

地方公共団体名 沖縄県

交付限度額
（県分）

交付金交付額

既計上額　① 追加額　② 合計額  （①＋②）

32,116,000 29,842,579 1,021,398

　交付対象事業費 交付対象外
経費

№ 交付対象事業等
の名称

交付対象事業等の概要 備考
振興計画
該当箇所

30,863,977

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

Ｂ

負担額

Ｃ

年 月 年 月

Ａ

86
海外農業研修生受入
支援事業

過疎地域や離島などの農業農村地域の活性化を図るため、
亜熱帯・島しょ性地域に適合した沖縄独自の技術やノウハ
ウ等を有する農業分野において、アジア・太平洋地域の途
上国等からの研修生を受け入れ、人材育成を行う。

ｶ 9 25 5 34 3 25,912 25,912 20,729 5,183 3 4 (1) ｱ

87 新規
特別栽培農産物認証
向上・発展事業

特別栽培農産物（特栽）認証制度の認証件数は増加してい
るが、認証取得者数の推移は横ばいである。沖縄の美しい
環境を保全するために、よりいっそうの普及を目指し、認
証農産物を取り扱う出荷団体・販売団体を増やし、認証取
得者数の増加を図る必要があることから、説明会やマニュ
アル作り、利便性向上の取組を行う。

ﾊ 3 31 4 34 3 34,267 34,267 27,413 6,854 3 3 (7) ｳ

88
赤土等流出防止営農
対策促進事業

農地からの赤土等流出防止対策を促進するため、農業環境
コーディネーターの活動を支援するとともに、地域協議会
の対策資金や労働力を確保するための手法を確立し、持続
的な赤土等流出防止体制の構築を図る。

ﾊ 8 24 6 32 3 172,873 172,873 138,298 34,575 3 1 (1) ｲ

89
特殊病害虫特別防除
事業

特殊病害虫の侵入防止、根絶防除等のため、侵入警戒調
査、侵入防止防除及び根絶防除等を実施する。

ﾊ 10 24 4 34 3 1,470,850 1,470,850 1,176,680 294,170 3 3 (7) ｳ

90
災害に強い高機能型
栽培施設の導入推進
事業

自然災害や気候変動に対応し、亜熱帯性気候等の優位性を
最大限に生かした施設栽培の展開により、園芸産地の生産
供給体制を強化し、おきなわブランドの確立を図るため、
強化型パイプハウス等の施設や施設内環境を制御する設備
等の導入の支援を行う。

ﾊ 4 30 4 34 3 801,594 596,657 477,325 119,332 204,937 3 3 (7) ｱ

91
園芸産地機械整備事
業

園芸品目の安定生産供給体制・市場競争力の向上等による
産地力の強化及びおきなわブランドを確立するため、園芸
産地に対し、生産条件整備等の支援を行う。

ﾊ 9 24 7 33 3 277,231 221,857 177,485 44,372 55,374 3 3 (7) ｱ

92
熱帯果樹優良種苗普
及システム構築事業

熱帯果樹の優良品種の産地育成を図るため、新規品目や優
良品種の導入・更新に必要な種苗の普及体制を構築すると
ともに、茎頂培養苗生産技術の開発を行うほか、果樹農家
から要望が高いパインアップルの新品種の種苗不足に対応
するため、ＪＡや農業大学校等連携した種苗増殖による供
給体制を構築する。

ﾊ 5 27 7 32 3 60,924 60,924 48,739 12,185 3 3 (7) ｱ

93
沖縄型農業共済制度
推進事業

農業共済加入率向上及び被害率軽減により、共済掛金の低
減を図るため、畑作物共済及び園芸施設共済加入者の営農
資材等への支援など加入促進活動に対する補助を行う。

ﾊ 10 24 7 34 3 140,407 140,407 112,325 28,082 3 3 (7) ｴ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　11/29
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94
分蜜糖振興対策支援
事業費

分蜜糖製造事業者の経営安定を図るため、分蜜糖製造コス
ト増嵩等への対策及び設備整備等に対する支援を行う。

ﾊ 10 24 5 34 3 1,586,604 1,004,282 677,465 326,817 582,322 3 3 (7) ｲ

95
含みつ糖製糖施設近
代化事業

製糖事業者の安定操業を確保することにより、地域の基幹
産業「さとうきび・糖業」の持続的振興を図るため、製糖
事業者の経営体質強化のための製糖事業者が取り組む製造
コストの低減、品質の向上及び衛生管理の徹底等のための
施設整備等に対する補助を行う。

ﾊ 8 24 5 32 3 1,981,404 1,783,263 1,159,121 624,142 198,141 3 3 (7) ｲ

96
含蜜糖振興対策事業
費

含蜜糖を生産する離島地域のさとうきび農家及び製糖事業
者の経営安定化を図るため、含みつ糖製造コスト増嵩等へ
の対策及び設備整備、安定供給・差別化等に向けた協同の
取組等に対する支援を行う。

ﾊ 10 24 4 34 3 1,181,469 1,153,306 703,420 449,886 28,163 3 3 (7) ｲ

97
さとうきび機械化一
貫体系モデル事業

本県の基幹作物であるさとうきび生産について、管理作業
の充実による単収の向上や、省力化や軽労働化による安定
的な生産を確保するためのモデルを構築する。

ﾊ 5 27 7 32 3 31,123 31,123 24,898 6,225 3 3 (7) ｱ

98
食鳥処理施設整備事
業

県産鶏肉の衛生管理・品質管理の高度化を図るため、老朽
化した食鳥処理施設の再編整備を行う。

ﾊ 4 28 10 31 6 65,585 59,026 47,220 11,806 6,559 3 3 (7) ｳ

99 新規
乳業施設高度化整備
事業

八重山地域における生乳の衛生管理・品質管理の高度化を
図るため、老朽化した乳業施設の再編整備を行う。

ﾊ 2 31 4 33 3 58,968 53,099 42,479 10,620 5,869 3 3 (7) ｳ

100
おきなわ山羊改良基
盤整備事業

肉用山羊１頭あたりの肉量増加を図るために、おきなわ山
羊改良体制の整備を行う。

ﾊ 10 24 6 34 3 46,572 45,678 36,542 9,136 894 3 3 (7) ｱ

101
沖縄アグー豚安定供
給体制確立事業

県産豚肉の競争力やブランド力強化の観点から課題となっ
ている近交退化による繁殖能力低下の対策を図るため、沖
縄アグー豚種豚の改良・維持・増殖及び遺伝子バンク機能
の創設等を行う。

ﾊ 5 28 9 33 3 21,980 21,980 17,584 4,396 3 3 (7) ｱ

102
沖縄型畜産排水対策
課題解決モデル事業

畜産排水に係る原因解明から課題解決までの総合的な排水
処理対策システムを構築するため、現場普及型の沖縄型低
コスト排水処理システムの開発・実証・導入を推進し、指
導体制の充実を図る。

ﾊ 8 24 6 32 3 42,196 42,196 33,756 8,440 3 1 (1) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　12/29
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103
地域景観配慮型畜産
臭気対策モデル事業

生け垣等を活用した畜舎周辺の緑化推進を図るとともに、
臭気の実態把握、気象条件等を踏まえた臭気の視覚化を行
い、生産者や指導者が共通認識を持てる評価方法の検討、
指導体制の構築を行う。

ﾊ 3 29 4 32 3 42,758 42,758 34,206 8,552 3 1 (1) ｲ

104
沖縄離島型畜産活性
化事業

離島地域の肉用牛出荷頭数を維持し畜産業の活性化を図る
ため、離島地域において賃貸式集合畜舎を整備する。

ﾊ 4 30 4 34 3 156,749 141,115 112,892 28,223 15,634 3 3 (7) ｱ

105
肉用牛生産振興特別
対策事業

牧草地の牧草生産量を増加させるために、草地管理機等の
農業機械等を導入する。

ﾊ 7 25 5 32 3 120,339 100,314 80,251 20,063 20,025 3 3 (7) ｶ

106
自給型畜産経営飼料
生産普及推進事業

畜産経営に占める飼料購入費の負担が大きいことから、限
られた草地面積で飼料生産量の向上を図るため、高収量の
得られる長大飼料作物を導入する。

ﾊ 6 25 5 31 3 24,943 24,843 19,874 4,969 100 3 3 (7) ｱ

107 新規
配合飼料製造基盤整
備事業

原料（トウモロコシ）の大量一括購入による配合飼料価格
の低減に向けて、飼料穀物保管施設（サイロ）及び純バラ
出荷口を整備する。

ﾊ 2 31 4 33 3 19,362 15,558 12,446 3,112 3,804 3 3 (7) ｱ

108
沖縄養豚衛生獣医療
体制整備事業

養豚獣医療体制の構築を図るため、養豚専門獣医師の育成
を図るとともに「地域衛生農場プログラム」を確立し、獣
医師による農場調査、検査及び指導を行う。

ﾊ 5 27 5 32 3 28,425 28,425 22,740 5,685 3 3 (7) ｱ

109
沖縄の農家民宿一期
一会創造事業

農家民宿を中心に特色ある資源を活かし、切れ目なく農村
に人々を呼び込むため、戦略づくりの調査や新たな取組み
の試行・実証を行い、農家民宿の新たな方向性・価値を創
造・推進する。

ﾊ 3 29 4 32 3 7,270 7,270 5,816 1,454 3 3 (7) ｷ

110 新規
沖縄県産きのこ生産
強化事業

農林水産部の戦略品目である沖縄県産きのこの生産体制の
強化と沖縄ブランドの確立に向けて、菌床培地の調査研
究、沖縄の気候に適したきのこの調査選抜を行う。

ﾊ 2 31 4 33 3 12,234 12,234 9,787 2,447 3 3 (7) ｱ

111
やんばる型森林施業
推進事業

環境の保全と森林の利活用の両立を図るため、環境に配慮
した収穫伐採手法とその作業システム（長距離集材）を構
築する。また、環境に配慮した森林施業を推進するため、
収穫伐採前の事前環境調査手法等を確立する。

ﾊ 3 29 4 32 3 27,813 27,813 22,250 5,563 3 3 (7) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　13/29
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112
やんばる型森林ツー
リズム支援事業

世界自然遺産候補地であるやんばる3村において、山村地
域に固有の資源を持続可能な形で活用した観光による地域
振興を図るため、3村で一体となった森林ツーリズムの推
進に向けて各種支援を実施する。

ﾊ 2 30 4 32 3 13,500 13,500 10,800 1,370 1,330 3 3 (2) ｱ

113
沖縄型森林環境保全
事業

沖縄の貴重な森林を守るために、市町村等関係機関と共同
して地域の状況に応じた防除戦略を策定するとともに、沖
縄の森林に対する被害の大きい松くい虫や南根腐病、ナラ
枯れについて防除を行う。

ｿ 8 24 6 32 3 101,148 101,148 80,916 18,232 2,000 3 1 (1) ｲ

114
海洋保護区によるサ
ンゴ礁域の持続的な
漁業推進事業

サンゴ礁域の水産資源回復及び持続的利用を主目的とした
海洋保護区を推進し、保護区の効果調査及び評価作業、保
護区協議会の運営体制構築、新規保護区の設立等について
検討を行う。

ﾊ 8 24 5 32 3 14,122 14,122 11,297 2,825 3 3 (7) ｱ

115
産地発、おきなわ海
藻消費拡大事業

本県の特産品目である海藻類（モズク、海ブドウ等）の六
次産業化の推進と消費拡大に向け、産地ならではの加工商
品の開発支援と、健康機能に関する情報発信を行う。

ﾊ 8 24 6 32 3 27,213 27,213 21,770 5,443 3 3 (7) ｲ

116
環境制御型循環式生
物生産技術開発事業

循環式親魚養成・種苗生産技術を新たに開発し、生産シス
テム全体に適用することで早期種苗の配付を実現し、併せ
て低コスト型の陸上養殖技術の向上を図る。

ﾊ 10 24 6 34 3 7,504 7,504 6,003 1,501 3 3 (7) ｵ

117
未来のマリンパワー
確保・育成一貫支援
事業

新規漁業者に対する初期段階での漁具整備支援のほか、将
来の担い手の確保・育成を図るため小中学生対象に水産教
室、高校生対象にインターンシップ漁業体験等を実施す
る。

ﾊ 5 27 7 32 3 137,550 111,300 89,040 22,260 26,250 3 3 (7) ｴ

118
沖合操業の安全確保
支援事業

米軍訓練水域の設定等により沖合での操業を余儀なくされ
る漁業者の安全を確保するため、広域通信が可能な無線機
の整備費用を補助する。

ﾊ 8 24 8 32 3 75,387 64,907 51,925 12,982 10,480 3 3 (7) ｱ

119
ベンチャー企業ス
タートアップ支援事
業

ベンチャー企業の成長性・持続性を審査・採択・助言し、
採択企業にハンズオン支援等を行うことにより、ベン
チャー企業の自立的成長を支援する。

ﾆ 5 27 5 32 3 29,506 29,506 23,604 5,902 3 3 (8) ｱ

120
中小企業基盤強化・
地域連携推進事業

県内中小企業者の経営基盤の強化及び持続的発展を促進す
るため、成長性の高いプロジェクトを、中小企業者等から
広く公募・採択し、採択企業等に対する経営支援を行うと
ともにプロジェクト推進に要する経費を補助する。

ﾆ 10 24 6 34 3 540,255 504,700 328,759 175,941 35,555 3 3 (8) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　14/29
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121
新産業事業化促進事
業

沖縄をイノベーションの拠点にするため、県内外の技術力
の高いスタートアップ企業を集積し、その研究及び事業化
への支援を実施する。

ﾆ 8 26 4 34 3 275,520 217,520 129,016 88,504 58,000 3 3 (5) ｲ

122
イノベーション創出
人材育成事業

起業家ﾏｲﾝﾄﾞを有する人材を継続的に育成・輩出する仕組
みの構築を図るとともに、これらの人材による新たなﾍﾞﾝ
ﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽや社会課題の解決に資する事業の開発等、ｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝの創出を促進する各種支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等を実施する。

ﾆ 3 27 4 33 3 24,399 24,399 19,519 4,880 3 5 (5) ｳ

123
グローバル産業人材
育成事業

県内企業の海外展開等を牽引するグローバル人材の育成を
推進するため、海外展開に積極的な県内企業等に対し、国
内外ＯＪＴ派遣、海外専門家等の招聘研修に要する経費に
対して補助支援を行う他、海外展開に向けた集合研修（セ
ミナー）を実施する。

ﾆ 3 30 4 33 3 70,347 70,347 56,277 14,070 3 5 (5) ｳ

124 新規
県内企業人材確保支
援事業

県内中小企業の人材確保を促進するため、県内就職・ＵＩ
ターン等の相談窓口を県内及び東京・大阪に設置し、県内
就職に係る情報提供や相談対応、県内企業と求職者のマッ
チング支援等を行う。

ﾎ 2 31 4 34 3 31,709 31,709 25,367 6,342 3 3 (10) ｲ

125
スマートエネルギー
アイランド基盤構築
事業

沖縄県における再生可能エネルギーの導入量拡大を目指す
ため、IT技術を活用した地域におけるエネルギーマネジメ
ントシステム（EMS）の実証等を行う。また、沖縄－ハワ
イクリーンエネルギー協力に基づき、再生可能エネルギー
に係る技術交流等を行うための委員会等を開催する。

ﾆ 9 24 4 34 3 301,087 300,487 185,389 115,098 600 3 1 (3) ｲ

126
県産品拡大展開総合
支援事業

県産品の商品特性の浸透を図るためのプロモーション事業
を展開するほか、県外のニーズに合った商品開発支援やビ
ジネスマッチング、マーケティング専門アドバイザー等を
設置し、県内事業者への指導・助言を行う等、県産品の販
路拡大の総合的な支援を行う。

ﾆ 10 24 6 34 3 155,347 132,848 106,278 26,570 22,499 3 3 (9) ｲ

127
沖縄グローバルビジ
ネス展開促進事業

巨大なマーケットの中心に位置する沖縄の地理的優位性を
活かし、成長著しいアジアのダイナミズムを取り込んで成
長を図るため、海外ビジネスに取り組む県内企業等を支援
する。具体的には、国際物流ハブ機能を活用した県産品輸
出促進、県産工業製品の海外展開のための総合支援、新分
野（ＩＴ・サービス等）で海外に進出を図る県内企業等に
よる市場調査、プロモーション等支援のための各種取り組
みを行う。

ﾆ 10 24 4 34 3 516,923 435,345 273,275 162,070 81,578 3 3 (3) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　15/29
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128 物流高度化推進事業
離島県である本県の抱える物流の諸課題に対応し、県産品
出荷拡大等の産業振興を推進すべく、物流の高度化に向け
た取組を実施する。

ﾆ 3 27 4 33 3 60,790 60,790 48,632 12,158 3 3 (1) ｴ

129
全国特産品流通拠点
化推進事業

沖縄の地理的優位性や「沖縄国際物流ハブ」「国際物流拠
点産業集積地域」を生かし、全国の農林水産物・食品等の
流通拠点化を図るため、ハブ活用輸出相談会開催、展示会
出展、国際商談会（沖縄大交易会）の開催等により、沖縄
国際物流ハブの機能及び具体的活用方法等に関する認知度
向上と、活用促進を図る。

ﾆ 9 25 9 34 3 602,363 601,763 481,410 120,353 600 3 3 (4) ｱ

130
国際物流関連ビジネ
スモデル創出事業

沖縄の好調な観光や地場産業と国際物流拠点の機能と連携
した海外ビジネスの展開の可能性を調査し、官民一体と
なって新たなビジネスモデルの構築につなげる。

ﾆ 5 28 5 34 3 228,798 220,798 126,638 94,160 8,000 3 3 (4) ｲ

131
アジア・ビジネス・
ネットワーク事業

アジアにおけるビジネス・ネットワークを構築するため、
海外企業と県内企業双方のビジネスニーズ実現に向けた連
携に関する協議を、現地の産業政策担当部局等と行うとと
もに、県内における体制づくりを行う。

ﾆ 6 28 10 34 3 63,923 63,923 51,138 12,785 3 3 (4) ｱ

132 新規
沖縄戦略的国際物流
プラットホーム強化
事業

沖縄県の地理的優位性を生かし、国際航空貨物便の新規就
航、貨物運送事業者等の新規参入・規模拡大によって、国
際物流拠点としての機能強化に向けた実証事業を実施す
る。
また、物流関連事業者等を誘致し、那覇空港及び周辺地域
の物流関連施設に臨空・臨港型産業を集積する。

ﾆ 3 31 4 34 3 688,547 688,547 550,837 137,710 3 3 (4) ｱ

133
産学官連携製品開発
支援事業

競争力の高いものづくり産業の創出を図るため、本県の地
域資源や特性を活用し、県内企業を中心とした産学官連携
等による顧客ニーズに訴求する付加価値の高い製品開発プ
ロジェクトに対して開発費の支援を行うとともに、専門人
材によるハンズオン支援を実施する。

ﾆ 10 24 6 34 3 213,556 167,222 133,777 33,445 46,334 3 3 (9) ｱ

134
沖縄サポーティング
産業高度化推進事業

県内製造業に還元できるものづくり基盤技術の強化を図
り、研究開発で蓄積した技術の事業化を促進するため、県
内ものづくり企業に対し、事業化に向けた細かな技術開発
プロセスの実践と継続的なハンズオン支援を行う。

ﾆ 8 24 6 32 3 71,025 71,025 56,820 14,205 3 3 (9) ｱ

135
琉球泡盛再興プロ
ジェクト支援事業

泡盛製造業を県経済振興に寄与する移出型産業として成長
させることを目的として、泡盛業界の成長戦略を支援する
ため、多角的な取り組みを行い、県外展開を強化する。

ﾆ 3 24 4 33 3 88,179 82,735 66,188 16,547 5,444 3 3 (9) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　16/29
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沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

令和元年度　沖縄振興交付金事業計画（沖縄振興特別推進交付金）
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地方公共団体名 沖縄県
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負担額

Ｃ

年 月 年 月

Ａ

136
製造業県内発注促進
事業

県内企業から県内製造業への発注を促進するため、県内製
造業の情報収集およびマッチング支援と、試作に関する支
援を実施する。

ﾆ 6 28 10 34 3 60,011 60,011 48,008 12,003 3 3 (9) ｱ

137
沖縄県縫製業経営高
度化推進事業

県内縫製事業者の経営を改善するため、経営マネジメント
やアパレルマーケティング等の専門家を派遣した研修を行
い、新たな販路を開拓出来る事業者を育成する。また、県
外においてかりゆしウェアＰＲイベント等の普及促進活動
に取り組む。

ﾆ 3 24 4 33 3 20,505 20,505 16,404 4,101 3 3 (9) ｱ

138
沖縄県医療産業競争
力強化事業

高付加価値産業である医療産業の活性化を図るため、県内
医療系バイオベンチャー等の研究開発支援に資する基盤構
築や研究開発後の技術等による事業化等の支援を行う。

ﾆ 5 27 5 32 3 39,626 30,635 24,508 6,127 8,991 3 3 (5) ｲ

139
健康食品ブランド化
推進強化事業

県産健康食品のブランド力を確立・強化し、他地域との差
別化により販路拡大を図るため、業界団体と支援機関で構
築したブランド化推進体制の自立的運用に向けた取り組み
を強化・支援する。

ﾆ 6 28 5 34 3 56,747 53,747 42,997 10,750 3,000 3 3 (9) ｲ

140
再生医療産業活性化
推進事業

我が県の健康・医療産業活性化のため、細胞の品質評価技
術を開発し、再生医療に活用可能な安全性・有効性の高い
細胞を供給する仕組みを構築する。

ﾆ 3 29 4 32 3 82,066 82,066 65,652 16,414 3 3 (5) ｲ

141
先端医療産業開発拠
点実用化事業

沖縄県の再生医療産業の競争力強化のため、開発した臨床
用バイオ３Dプリンタ及び周辺技術の実用化を見据えて、
県内医療機関と連携して細胞塊の安全性試験や評価試験等
を行う。また、県の再生医療産業の発展及び再生医療関連
企業の集積に向けて、細胞培養加工施設整備に取り組む。

ﾆ 4 30 4 34 3 175,090 175,090 140,072 35,018 3 3 (5) ｲ

142 新規
沖縄型医療機器製造
基盤創出事業

国際物流拠点等の沖縄の特色を活かし県内で医療機器の製
造、加工等を促進するとともに、医療機器の開発・製造に
係る人材育成から販路開拓までを包括的に支援する体制を
構築する。

ﾆ 3 31 4 34 3 47,336 47,336 37,868 9,468 3 3 (5) ｲ

143 新規
健康・医療産業にお
ける情報技術活用促
進事業

本県の健康・医療関連産業におけるバイオデータの活用促
進のため、バイオテクノロジーにＡＩ/ＩＴ技術等の情報
科学技術を活用するための人材育成を行う。

ﾆ 3 31 4 34 3 29,229 29,229 23,383 5,846 3 3 (5) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　17/29
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沖縄県 市町村 その他
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画
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Ｂ

負担額

Ｃ

年 月 年 月

Ａ

144
沖縄工芸産業振興拠
点施設(仮称)整備事
業

本県工芸産業を振興、発展させるために必要な、技術や技
法の高度化、市場ニーズに対応した製品開発、工芸分野の
起業家の育成などを推進する「沖縄工芸産業振興拠点施設
（仮称）」を整備する。

ﾆ 8 26 4 34 3 166,591 146,766 117,412 29,354 19,825 3 1 (5) ｲ

145 新規
工芸産業パワーアッ
プ事業

工芸産地組合の活性化に資する事業へのハンズオン支援、
補助を実施し、組織の活性化を図る。また、他分野と連携
した工芸産業のサポート体制構築により、工芸品の普及・
販路拡大を推進する。

ﾆ 3 31 4 34 3 31,633 30,966 24,772 6,194 667 3 1 (5) ｲ

146
アクティブラーニン
グ型工芸事業力養成
事業

工芸事業者における工芸製品の高度化、多様化を促進する
ことにより、本県の工芸産業の振興を図ることを目的とす
る。具体的には、伝統的な工芸資源（図案・技法など）を
活用し、現代ニーズに即した、新しい感性価値による工芸
製品を創造する人材を育成する。

ﾆ 3 30 7 33 3 21,145 21,145 16,916 4,229 3 1 (5) ｲ

147 新規
沖縄型ＥＣスキル普
及・連携支援事業

　県内中小企業のEC市場競争力を高めるため、レベル別・
地区別に実践的研修を実施し、また、育成効果と販路拡大
力をより高めるため、研修と合わせ　一定レベルに達した
個別の受講者や地域連携体等のEC販路拡大プロジェクトに
対する補助を行う。

ﾆ 3 31 4 34 3 46,865 46,865 37,492 9,373 3 3 (8) ｱ

148
航空機整備基地整備
等事業

那覇空港内に整備した航空機整備施設を拠点に航空関連産
業クラスターを形成するため、国内外のプロモーション活
動や広報活動等を行い、航空関連産業に関する企業誘致、
人材育成・確保の支援を行う。

ﾆ 9 25 5 34 3 28,336 28,336 22,668 5,668 3 3 (4) ｱ

149
国際物流拠点産業集
積推進事業

自立型経済の基盤となる国際競争力のある物流拠点の形成
のため、関係自治体等と連携し、臨空・臨港型産業の集積
促進と国際物流拠点産業集積地域制度の活用促進に向けた
諸施策を推進する。

ﾆ 7 27 4 34 3 24,082 24,082 19,265 4,817 3 3 (4) ｱ

150
国際物流拠点産業集
積地域賃貸工場整備
事業

国際物流拠点産業集積地域うるま・沖縄地区において、立
地する企業の初期投資の軽減や早期操業を支援するための
賃貸工場を整備する。

ﾆ 9 24 7 33 3 28,130 28,130 22,504 5,626 3 3 (4) ｱ

151
沖縄県投資環境プロ
モーション事業

県外・海外企業の沖縄への立地を促進することを目的とし
て経済特区等の本県の投資環境をPRするための広報活動及
びその検証等を行う。

ﾆ 10 24 6 34 3 111,626 108,391 86,712 21,679 3,235 3 3 (4) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　18/29
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交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目
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152
ＩＴ人材高度化支援
事業

県内ＩＴ関連産業の振興を担う人材を育成するため、シス
テム開発業務を通した講座等を実施し、県内ITエンジニア
等の知識や技術力の高度化・強化を図る。

ﾛ 3 30 4 33 3 131,673 92,177 73,741 18,436 39,496 3 3 (3) ｳ

153
アジア等ＩＴ人材交
流育成事業

県内IT企業のアジア等海外展開や、海外IT企業との連携・
協業による国内外向けビジネスの創出など、沖縄がアジア
等海外と我が国との双方向ビジネスを促進するため、沖縄
と海外を結ぶ人的ネットワークの構築等を支援する。

ﾛ 3 24 4 34 3 26,365 26,365 21,092 5,273 3 3 (3) ｴ

154
未来のＩＴ人材創造
事業

　未来のＩＴ人材に必要なスキルを若いうちに獲得できる
環境を整備するため、小・中・高・大学生を対象とした未
来のＩＴ人材を育成する様々な事業に対して補助を行うと
ともに、ＩＴを応用する取組に関する魅力と可能性を伝え
るＰＲ活動を行う。

ﾛ 3 31 4 34 3 53,697 44,697 35,757 8,940 9,000 3 3 (3) ｳ

155
アジアＩＴビジネス
活性化推進事業

クラウド技術をはじめ、IoT、AI、ビッグデータ・オープ
ンデータの解析技術等を活用し、他産業と連携を図ること
で新たなサービスを創出するとともに、県内IT企業のアジ
ア展開や沖縄を拠点に国内外への双方向ビジネスの創出を
促進するため、商品開発やプロモーション等を支援する

ﾛ 3 27 6 33 3 200,106 150,106 120,084 30,022 50,000 3 3 (3) ｲ

156
アジアＩＴビジネス
センター（仮称）整
備事業

　県内IT産業の振興のため、県内IT企業のアジア展開や、
アジアIT企業との連携・協業による国内外向けビジネスな
ど、アジアと我が国双方向のビジネス展開を促進する必要
があることから、企業・人材等の集積環境を整備し、沖縄
－アジア間の人的ネットワークの構築等を推進する。
　具体的には、アジアITビジネスセンター（仮称）整備に
係る工事に着手する。

ﾛ 5 28 4 33 3 692,665 692,665 554,131 138,534 3 3 (3) ｴ

157
ＩｏＴ利活用促進
ネットワーク基盤構
築・実証事業

IoT利活用実証事業を実施し、IoT利活用事業者等を集積す
ることで、データ利活用による多様な新サービスの創出を
促進し、県内企業のIoT利活用推進や県民サービスの向上
につなげるとともに、IoT機器の開発やデータ利活用にお
いて、国内の有数の新サービス創出拠点となることを目指
す。

ﾛ 3 30 6 33 3 231,225 206,225 164,980 41,245 25,000 3 3 (3) ｴ

158
沖縄型オープンイノ
ベーション創出促進
事業

企業や業界の枠組みを超えた連携を推進し、ＩＴを活用し
た新サービス・新事業の創出を促進するため、ＩＴを活用
するスタートアップの活動を支援するとともに、県内ＩＴ
事業者が保有するサービスのデータベース化や、社会課題
解決のためのワークショップの開催等により、ＩＴ産業と
他産業とのマッチングの促進を図る。

ﾛ 3 30 4 33 3 111,638 109,138 87,310 21,828 2,500 3 3 (3) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　19/29
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159
アジア・スマートハ
ブ環境形成促進事業

県内ＩＴ企業のアジア展開やグローバル企業の県内立地を
促進するとともに、沖縄を日本におけるアジアビジネスの
中心拠点（ハブ）とするため、国際的なＩＴ見本市・商談
会等の開催を支援する。

ﾛ 3 30 4 33 3 68,865 68,865 55,092 13,773 3 3 (3) ｲ

160 新規
先端ＩＴ利活用促進
事業

県内産業における先端ＩＴの導入促進やＩＴ活用人材の育
成を図るため、県内各産業において経営判断や事業企画等
を行う人材に対し、ＩＴの利活用促進に向けた取組を実施
するとともに、国内外から先端ＩＴ関連の人材、技術、ア
イデア等を県内に取り込むための活動を支援する。

ﾛ 3 31 4 34 3 33,809 33,809 27,047 6,762 3 3 (3) ｲ

161
金融関連ビジネスモ
デル創出促進事業

経済金融活性化特区における金融関連産業等の集積を促進
させるため、成長著しいアジアの資金を集積、活用できる
仕組みの構築と独自性・優位性のある金融ビジネスの検討
を行う。

ﾆ 8 25 5 34 3 40,197 30,197 24,157 6,040 10,000 3 3 (6) ｴ

162
金融関連産業等人材
育成事業

経済金融特区内における人材供給力の強化及び立地企業の
高度化を図るため、学生等を対象とした特区内企業との就
職マッチング会の実施や特区内企業就業者の県外研修派遣
費用等を支援する。

ﾛ 3 30 6 33 3 16,114 16,114 12,891 3,223 3 3 (6) ｴ

163
沖縄型産学官・地域
連携グッジョブ事業

県内各地域において若年者等の就業意識向上に取り組む産
学官の仕組みづくりを推進するとともに、就業意識向上に
取り組む地域への支援を通じて若年者の就業意識向上を図
る。

ﾎ 10 24 4 34 3 39,959 38,536 30,828 7,708 1,423 3 3 (10) ｶ

164
新規学卒者等総合就
職支援事業

本県学卒者の就職内定率の向上を図るため、県内の大学等
に就職支援コーディネーターを配置し、就職に係る研修
会、セミナー等の開催や合同説明会等を実施する。また、
若年者の早期離職防止のため内定者セミナーや定着支援セ
ミナーを実施する。

ﾎ 10 24 6 34 3 85,294 85,294 68,235 17,059 3 3 (10) ｲ

165
県内企業雇用環境改
善支援事業

離職率を抑制するため、人材育成の優れた取組を行う企業
を認証する「人材育成企業認証制度」や、集合座学研修に
よる人材育成手法等修得と実践、認証制度のメリットや認
証企業の優れた点をTV番組等を通じて周知広報を図ること
で、認証取得に向けた人材育成の取組支援等を実施する。

ﾎ 10 24 6 34 3 36,898 36,898 29,518 7,380 3 3 (10) ｴ

166
大学生等海外イン
ターンシップ事業

アジアを中心とした海外での就業体験等を実施して就職に
関する視野を広げ、自ら国内外へ就業機会を獲得する積極
性とチャレンジ精神を醸成する。

ﾎ 10 24 6 34 3 43,539 43,539 34,831 8,708 3 3 (10) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　20/29
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沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

令和元年度　沖縄振興交付金事業計画（沖縄振興特別推進交付金）
令和1年6月25日

地方公共団体名 沖縄県

交付限度額
（県分）

交付金交付額

既計上額　① 追加額　② 合計額  （①＋②）

32,116,000 29,842,579 1,021,398

　交付対象事業費 交付対象外
経費

№ 交付対象事業等
の名称

交付対象事業等の概要 備考
振興計画
該当箇所

30,863,977

事
業
分
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計
画
期
間
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始期

事業
終期

　総事業費

Ｂ

負担額

Ｃ

年 月 年 月

Ａ

167
パーソナル・サポー
ト事業

様々な困難に直面し、本人の力だけでは個々の支援策を的
確に活用して自立することが難しい求職者に対し就労支援
を行う。

ﾎ 9 25 4 34 3 127,831 127,831 102,264 25,567 3 3 (10) ｱ

168
おきなわ企業魅力発
見事業

若年者の就職促進を図るため、県内大学生等を対象に、県
内の中小企業において企業体験等を実施することで幅広い
職業観の育成と就業意識の向上を図る。

ﾎ 8 26 4 34 3 36,228 36,228 28,982 7,246 3 3 (10) ｲ

169
正規雇用化企業応援
事業

非正規従業員の正規雇用化を図る県内企業に対して、従業
員研修に係る費用（旅費及び宿泊費）の一部を助成するこ
とにより、人材育成の支援ならびに正規雇用化の促進につ
なげる。

ﾎ 8 24 6 32 3 24,004 21,111 16,888 4,223 2,893 3 3 (10) ｴ

170
未来の産業人材育成
事業

産業界と学校現場をつなぐコーディネーターを配置し、中
長期的な視点のもと、雇用に課題を抱える産業界と連携
し、沖縄の産業界の未来を担う子ども達に、県内の主たる
産業の業界理解を促し、早期からの興味関心を育てる取組
を行う。具体的には、小中学生を対象に、産業理解を促す
取組（職業人講話、出前講座、企業見学ツアー）、教員向
けに業界理解を深める研修、産業人向けに講師育成研修を
行う。

ﾎ 8 26 4 34 3 25,946 25,946 20,756 5,190 3 3 (10) ｶ

171
若年者ジョブトレー
ニング事業

就職を考える40歳未満の若年者を対象に、座学研修や求人
企業での職場訓練を実施し、早い段階での就職や職場定着
の支援を行う。

ﾎ 3 27 4 33 3 103,193 103,193 82,554 20,639 3 3 (10) ｲ

172
ひとり親世帯・中高
年齢者就職総合支援
事業

ひとり親の方や40・50代の中高年齢者の求職者を対象に、
個々の状況に応じて事前研修と職場訓練を組み合わせて実
施し、安定雇用に繋げる

ﾎ 3 30 9 33 3 42,744 42,744 34,195 8,549 3 3 (10) ｱ

173
地域巡回マッチング
プログラム事業

県内５圏域（北部・中部・南部・宮古・八重山）におい
て、求人開拓を実施するとともに、合同就職説明・面接会
を開催する。

ﾎ 3 30 4 33 3 23,114 23,114 18,491 4,623 3 3 (10) ｱ

174
正規雇用化サポート
事業

県内雇用状況の改善のため、既存従業員の正規雇用化を検
討しているものの、コスト面等が課題となっている企業に
対し、専門家派遣により正規雇用化の支援を行う。

ﾎ 5 28 9 33 3 30,822 30,822 24,657 6,165 3 3 (10) ｴ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　21/29
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令和1年6月25日

地方公共団体名 沖縄県
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30,863,977
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計
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Ｃ

年 月 年 月

Ａ

175
女性のおしごと応援
事業

女性が働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境
づくりを推進するため、仕事に対して女性が抱える不安・
悩みの改善・解消に向けた支援を行う。

ﾄ 7 27 5 34 3 36,361 36,361 29,088 7,273 3 3 (10) ｴ

176
非正規労働者処遇改
善事業

非正規労働者を雇用している県内中小企業のそれぞれの実
態に即した労働環境の整備を支援し、非正規労働者等従業
員が働きやすい職場への改善を図る。

ﾄ 6 28 9 34 3 15,044 15,044 12,035 3,009 3 3 (10) ｴ

177
若年無業者職業基礎
訓練事業

ニート等の若年無業者で就労支援が必要な者へ、職業的自
立を促し無業者状態からの改善を図るため、基礎的な職業
訓練を実施する。

ﾎ 10 24 8 34 3 31,595 31,595 25,276 6,319 3 3 (10) ｲ

178
地域通訳案内士育成
等事業

外国人観光客に対応する通訳ガイドの質の担保と向上のた
め、改正通訳案内士法に盛り込まれた地域通訳案内士の育
成及び有資格者の就業率向上に向けたスキルアップ研修の
実施や就業機会の確保支援を行う。

ｲ 9 25 5 34 3 47,400 47,051 37,640 9,411 349 3 3 (2) ｴ

179
観光２次交通機能強
化事業

観光客の県内移動の利便性向上を図るため、大手検索サイ
ト（グーグル等）を活用した路線検索への対応につなげる
取り組み等観光２次交通の機能強化に関する取組みを行
う。

ｲ 3 29 4 32 3 104,625 94,100 75,280 18,820 10,525 3 3 (2) ｳ

180
おきなわ観光バリア
フリー推進事業

沖縄を訪れる高齢者、障がい者等の観光客の受入体制の充
実、バリアフリー観光地としての認知度向上を図るため、
受入体制強化、プロモーション等を実施する。

ｲ 4 30 4 34 3 40,900 40,900 32,720 8,180 3 3 (2) ｳ

181 新規
世界文化遺産登録２
０周年記念事業

「琉球王国のグスク及び関連遺産群」を周遊する観光客等
の増加を図るため、９つの遺産が一体となったパンフレッ
ト、ＰＶ等を作成するとともに、ツーリズムEXPO等に出展
し、プロモーションを行う。

ｲ 2 31 4 33 3 40,600 40,600 32,480 8,120 3 3 (2) ｱ

182
外国人観光客受入体
制強化事業

外国人観光客の利便性の確保や満足度の向上を図るため、
多言語による観光案内や通訳サービス、医療通訳コールセ
ンターの設置、県民向けの外国人観光客受入意識向上のた
めのプロモーション等を実施する。

ｲ 10 24 5 34 3 293,600 293,600 234,880 58,720 3 3 (2) ｱ

183
観光危機管理支援対
策事業

観光地としての安心・安全を確保するという課題に対応す
るため、市町村、地域観光協会、観光業界等と連携して全
県的な観光危機管理計画を策定するとともに、観光危機管
理に関する取組を実施する。

ｲ 8 24 6 32 3 24,800 24,800 19,840 4,960 3 3 (2) ｳ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　22/29
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30,863,977

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

Ｂ

負担額

Ｃ
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Ａ

184
沖縄観光コンテンツ
開発支援事業

観光商品の開発を行う民間企業、観光協会の自主的な取組
のうち、自走化を目指す事業について支援する。

ｲ 4 30 4 34 3 139,900 99,900 79,920 19,980 40,000 3 3 (2) ｱ

185
観光人材育成・確保
促進事業

国際観光地として沖縄の受入体制を強化するため、国内外
の観光客が安心・満足する高いサービスを提供できる観光
人材の育成・確保の支援を行う。

ｲ 3 30 4 33 3 104,700 104,700 83,760 20,940 3 3 (2) ｴ

186 新規

Be.Okinawa Free
Wi-Fi活用キャッ
シュレス整備実証事
業

観光消費額の向上及び観光客の満足度向上を図るため、
キャッシュレス化を推進させる取組を行うとともに、
Be.Okinawa Free Wi-Fiのエリア拡大に関する取組を実施
する。

ｲ 3 31 4 34 3 22,300 22,300 17,840 4,460 3 3 (2) ｴ

187
クルーズ船プロモー
ション事業

クルーズ船の寄港促進を図るため、国内外での船会社への
セールス活動や、クルーズ船支援助成を実施し、クルーズ
船誘致活動を推進する。

ｲ 10 24 5 34 3 90,500 90,500 72,400 18,100 3 3 (2) ｲ

188
沖縄観光国際化ビッ
グバン事業

外国人観光客400万人を実現する国際観光地沖縄の基礎的
需要を創出するため、集中的に航空路線の誘致や知名度向
上に向けたプロモーション等を実施する。

ｲ 10 24 5 34 3 1,011,000 1,011,000 608,800 402,200 3 3 (2) ｲ

189 国内需要安定化事業

国内観光客の安定的かつ継続的な確保を図るために、ター
ゲット別プロモーションの全国展開や、直行便就航地を中
心とした地方都市におけるプロモーションを展開するとと
もに、沖縄未経験者層の新規需要開拓等を実施し、新規路
線就航や既存路線の増便等路線拡大を促す。また、
Be.Okinawaの周知を図り、沖縄観光のブランド化を促進す
る。併せて、富裕層に特化した誘客活動を実施する。

ｲ 10 24 5 34 3 382,400 382,400 205,920 176,480 3 3 (2) ｲ

190
離島観光活性化促進
事業

離島への観光客の流入促進を図るため、離島国内チャー
ター便の運航、離島観光の全般的な魅力の発信、旅行会
社・航空会社と連携したキャンペーン、主要離島地域（八
重山、宮古、久米島）観光協会が主体となった地域プロ
モーション等を実施し、離島への誘客を図る。

ｲ 10 24 5 34 3 271,500 271,500 217,200 54,300 3 3 (2) ｲ

191
フィルムツーリズム
推進事業

映画・TVドラマ撮影誘致活動への支援、国内外で開催され
る映画祭でのブース出展、制作関係者の招聘事業等を実施
し、沖縄のロケ地としての魅力を国内外に発信する。ま
た、沖縄国際映画祭の受入体制整備や、映画祭をフックと
した国内外でのプロモーションを通して、沖縄の魅力発信
を行う。

ｲ 9 25 5 34 3 161,700 161,700 129,360 32,340 3 3 (2) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　23/29
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192
カップルアニバーサ
リーツーリズム拡大
事業

カップルアニバーサリーを沖縄観光ブランドの一つと位置
づけ、国内外フェア出展、プロモーション等を実施するこ
とで国内外に向けたブランディング及び挙式組数の増加、
観光消費額の向上を図る。

ｲ 6 28 5 34 3 44,700 44,700 35,760 8,940 3 3 (2) ｱ

193
教育旅行推進強化事
業

国内修学旅行市場の変化に対応し、安定的に確保するため
の事業を継続して実施するとともに、海外からの修学旅行
誘致にも取り組む。

ｲ 6 28 5 34 3 121,800 121,800 97,440 24,360 3 3 (2) ｲ

194
戦略的ＭＩＣＥ誘致
促進事業

国内外から新たな需要を取り込むことで市場の拡大を図る
ため、MICE都市としての認知度向上、受入体制の整備、人
材育成等を行う。

ｲ 10 24 5 34 3 402,122 402,122 321,697 80,425 3 3 (2) ｱ

195
文化観光戦略推進事
業

文化観光への誘客を図るため、沖縄文化の要素を取り入れ
た舞台公演及び沖縄の芸能全般に対する認知度を高めるた
めのプロモーション等を支援する。
また、伝統行事や地域芸能などのイベント情報を一元化し
たポータルサイトを構築し、情報発信を行う。

ｲ 10 24 6 34 3 67,025 63,900 51,120 12,780 3,125 3 3 (2) ｱ

196
しまくとぅば普及継
承事業

しまくとぅば普及推進計画に基づき、各地域への普及、継
承を図るため、各地域での人材養成講座などの開催及び民
間団体の取組支援を行う。

ﾘ 8 26 5 34 3 102,400 99,900 79,920 19,980 2,500 3 1 (4) ｱ

197
沖縄文化芸術を支え
る環境形成推進事業

地域の伝統芸能等、文化芸術活動を支援することにより、
その後の発展に資する。

ﾘ 10 24 8 34 3 131,734 106,500 85,200 21,300 25,234 3 1 (4) ｳ

198
琉球王国文化遺産集
積・再興事業

琉球王国の崩壊や先の大戦で破壊された文化財の模造復元
品（物）と制作過程で得られた手わざと知見（技）を、琉
球王国文化として、報告会及び展示公開等により発信し、
県民等に王国文化の周知を図る。

ﾘ 7 27 5 34 3 93,900 93,900 75,120 18,780 3 1 (4) ｴ

199
デジタルミュージア
ム推進事業

無形文化遺産のひとつである伝承話の記録を活用し、民話
や方言の普及を図る。

ﾘ 5 28 9 33 3 21,960 21,960 17,568 4,392 3 1 (4) ｱ

200 沖縄県空手振興事業

沖縄空手を振興するため策定した「沖縄空手振興ビジョ
ン」及び「沖縄空手振興ビジョンロードマップ」に基づ
き、(1)空手流派研究（2）空手関係イベントの開催(3)指
導者派遣（4）空手案内センターの運営(5)沖縄空手の普
及・啓発等を展開する。

ﾘ 5 29 4 34 3 154,000 154,000 123,200 30,800 3 1 (4) ｴ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　24/29
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負担額

Ｃ

年 月 年 月

Ａ

201
スポーツ・ツーリズ
ム戦略推進事業

スポーツを通した観光誘客を推進するため、スポーツイベ
ントの創出支援、スポーツ旅行に係るプロモーションの実
施、プロ野球キャンプに係る情報発信、多言語に対応でき
る人材確保、東京オリンピック・パラリンピック事前合宿
をメインとしたスポーツコンベンションの誘致等を図る。

ｲ 10 24 5 34 3 387,900 328,900 263,120 65,780 59,000 3 3 (2) ｱ

202
サッカーキャンプ誘
致戦略推進事業

サッカーキャンプを目的とした観光客の増加及び経済効果
の向上等を図るため、サッカーキャンプ誘致、サッカー
キャンプ地の創出及び県内芝生環境の向上等の取組みを行
う。

ｲ 10 24 6 34 3 40,100 40,100 32,080 8,020 3 3 (2) ｱ

203
地域スポーツ活動・
健康力向上事業

総合型地域スポーツクラブに対する支援強化を実施すると
ともに、認知度向上を図り、地域住民のスポーツ活動を通
した県民の健康に資する。

ﾇ 6 26 5 32 3 20,600 20,600 16,480 4,120 3 2 (1) ｲ

204
おきなわ国際協力人
材育成事業

グローバルな人材の育成を図るため、県内高校生を開発途
上国に派遣する国際協力レポーターや国際協力出前講座等
を実施する。

ｶ 9 25 5 34 3 44,900 44,900 35,920 8,980 3 4 (1) ｲ

205
世界のウチナーネッ
トワーク強化推進事
業

WEB等による情報発信、担い手同士の交流促進、舞台公演
や出前授業による移民史の啓発等に取組み、21世紀ビジョ
ンに描かれた世界に開かれた交流と共生の島の実現を図
る。

ｶ 5 29 4 34 3 44,700 44,700 35,760 8,940 3 4 (1) ｱ

206
沖縄建設産業グロー
バル化推進事業

海外建設需要を獲得するため、工事受注機会の拡大を行
う。

ﾆ 9 25 4 34 3 17,072 15,972 12,777 3,195 1,100 3 3 (8) ｳ

207
沖縄フラワークリエ
イション事業

観光地アクセス道路等の景観の向上を図るため、花木・プ
ランター等を設置し、花いっぱい道路空間を形成する。

ｲ 10 24 6 34 3 374,206 374,206 299,364 74,842 3 1 (6) ｲ

208
無電柱化推進事業
（要請者負担方式）

台風襲来時の電柱倒壊による緊急輸送道路の寸断を防ぐこ
と及び都市景観の向上を図るため、無電柱化を推進する。

ｲ 10 24 6 34 3 122,222 122,222 97,777 24,445 3 2 (4) ｲ

209 がんじゅーどー事業
ウォーキング等に利用しやすい道路空間を形成し、県民の
健康づくりを推進するため、道路空間の整備を行う。

ｿ 8 26 5 34 3 128,843 128,843 103,074 25,769 3 2 (1) ｲ

210
うちなーロードセー
フティ事業

ヤンバルクイナ等のロードキル防止を図るため、モニタリ
ング調査及び対策工事等を行う。

ｿ 8 26 4 34 3 45,833 45,833 36,666 9,167 3 1 (1) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　25/29
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負担額

Ｃ
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Ａ

211
那覇港における人
流・物流拠点港湾整
備事業

　那覇港は沖縄県の物流・人流の中心的な拠点港湾として
本県の経済社会活動を支える最も重要な港であることか
ら、沖縄の自立型経済の構築に向けた物流拠点の形成を図
るため、那覇港総合物流センターの整備を行う。また那覇
港におけるクルーズ船の寄港増加を図るため、歓送迎セレ
モニーを行う。

ﾆ 9 24 6 34 3 39,300 39,300 31,440 7,860 3 3 (4) ｱ

212
本部港立体駐車場整
備事業

本部港において、交通手段の結節強化及びフェリー利用観
光客の利便性の確保を図るため立体駐車場の整備を行う。

ｲ 4 28 10 32 3 395,699 395,699 316,559 79,140 3 3 (11) ｳ

213
中城湾港新港地区定
期航路化支援事業

中城湾港新港地区の産業支援港湾としての機能強化、那覇
港との適正な機能分担の実現のために、本土の大都市圏
（京阪）との定期航路就航に向けた実証実験を実施する。
協力船会社に実証実験に係る一部費用を支援し、課題解決
や貨物の掘り起こし等を行う。

ﾆ 4 28 9 32 3 80,400 80,400 64,320 16,080 3 3 (1) ｲ

214
中城湾港新港地区物
流拠点化促進整備事
業

中城湾港新港地区における取荷捌き環境を向上させること
により取扱貨物量の増加を図るため、上屋等の整備を行
う。

ﾆ 7 25 6 32 3 183,150 183,150 146,520 36,630 3 3 (1) ｲ

215
中城湾港新港地区物
流機能強化等整備事
業

中城湾港新港地区の産業支援港湾としての機能強化、那覇
港との適正な機能分担の実現のために実証実験を行うこと
としており、そのために必要な中古車（商品貨物）を積み
込み取り下ろしするヤード舗装等の環境整備を行い、自動
車貨物集積拠点の形成を図る。

ﾆ 5 28 9 33 3 152,350 152,350 121,880 30,470 3 3 (1) ｲ

216
離島利便施設整備事
業

屋根等の施設がないことで晴天時、雨天時において離島の
住民の生活物資の引き取り、一時保管等に支障を来してい
ることから、屋根付き利便施設を整備し、快適性・利便性
向上を図る。

ﾀ 6 28 5 34 3 229,981 229,981 183,984 45,997 3 3 (11) ｳ

217
南北大東空港夜間照
明整備事業

救急搬送における自衛隊機の受入体制の迅速化を図るた
め、南大東空港及び北大東空港において、急患搬送を実施
する航空機が夜間着陸する際に必要とする照明設備を整備
する。

ﾙ 6 26 10 32 3 90,756 90,756 72,604 18,152 3 3 (11) ｲ

219
沖縄らしい風景づく
り促進事業

普遍的観光資源である沖縄独特の風景・まちなみ景観の創
生を図るため、沖縄らしい風景づくりに必要な人材育成や
地域景観の向上に係る合意形成、良質な公共空間の創出に
向けた取り組みを行い、市町村における景観地区の指定等
を促進する。

ﾘ 10 24 5 34 3 26,076 26,076 20,860 5,216 3 1 (6) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　26/29
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Ｃ
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Ａ

220
都市モノレール多言
語化事業

国内外の観光客の受入体制整備のため、モノレールガイド
ブック及びウェブサイト等更新制作並びに延長区間新駅に
案内サインを設置し、沖縄都市モノレールの利便性の確保
を図る。

ｲ 7 27 7 34 3 27,988 27,988 22,390 5,598 3 1 (7) ｳ

221
即戦力アップ教育環
境整備事業

高校生を即戦力となる人材に育成するため、専門高等学校
（専門学科及び専門コース採用校含む）に技術力向上に必
要な機器、設備を整備する。

ﾍ 10 24 8 34 3 59,552 59,552 47,641 11,911 3 5 (3) ｳ

222
県立高校ICT推進事
業

県立高校に電子黒板機能付きプロジェクタ及び関連機器等
を整備するとともに、教員が電子黒板を効果的に活用する
ため、ICT支援員の配置及び研修を行う。

ﾁ 5 28 12 33 3 261,354 260,915 208,732 52,183 439 3 5 (3) ｱ

223
自立を目指す特別支
援教育環境整備事業

障害のある生徒の自立・社会参加につなげるため、県立特
別支援学校における教育用備品を整備する。

ﾁ 10 24 8 34 3 49,267 49,267 39,413 9,854 3 5 (3) ｳ

224
高等学校施設塩害防
止・長寿命化事業

台風等の塩害による重度な劣化の発生を未然に防止するた
め、県立高等学校施設の外壁補修、塗装改修及び屋根防水
改修を行う。

ﾁ 10 24 6 34 3 493,304 493,304 394,642 98,662 3 5 (3) ｳ

225
特別支援学校施設塩
害防止・長寿命化事
業

台風等の塩害による重度な劣化の発生を未然に防止するた
め、県立特別支援学校施設の外壁補修、塗装改修及び屋根
防水改修を行う。

ﾁ 10 24 6 34 3 94,145 94,145 75,316 18,829 3 5 (3) ｳ

226
複式学級教育環境改
善事業

離島やへき地における複式学級の教育環境を改善し、個々
の学力に応じたきめ細かな指導を行うことで、学力の向上
を図るため、離島やへき地において、8人以上の複式学級
を有する小学校に対し、非常勤講師を派遣し、国語・算
数・理科・社会・生活の授業にあたる担任の補助業務を行
う。

ﾁ 10 24 4 34 3 58,193 58,193 46,554 11,639 3 5 (2) ｱ

227
就職活動キックオフ
推進事業

新規高卒者の就職内定率の向上ならびに早期離職率の改善
を図るため、県立高等学校に就職支援員を配置するととも
に、就職希望者を対象とした研修や就職担当教諭等の研修
を行う。

ﾁ 8 26 4 34 3 172,334 172,334 137,867 34,467 3 5 (3) ｳ

228
教育相談・就学支援
員配置事業

不登校生徒の登校復帰を図るため、支援を必要とする県立
高等学校に対して、就学支援員を派遣し、校内外における
支援体制等の構築を行う。

ﾁ 8 24 6 34 3 30,268 30,268 24,214 6,054 3 5 (3) ｲ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　27/29
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既計上額　① 追加額　② 合計額  （①＋②）

32,116,000 29,842,579 1,021,398

　交付対象事業費 交付対象外
経費

№ 交付対象事業等
の名称

交付対象事業等の概要 備考
振興計画
該当箇所

30,863,977

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

Ｂ

負担額

Ｃ

年 月 年 月

Ａ

229
キャリア教育推進事
業

高等学校卒業生の進路決定率を向上させるため、協力校に
コーディネーターを配置するとともに、担当者や管理職
（校長、教頭）向けの研修実施、キャリア教育指導者養成
研修への派遣を行う。また、キャリア教育推進のための研
究協議会等を設置し、本県の目指すキャリア教育の方向性
等を協議する。

ﾁ 9 24 7 33 3 16,172 16,172 12,937 3,235 3 5 (3) ｳ

230
国際性に富む人材育
成留学事業

海外での異文化体験等を通して、国際的な視野を広げ、グ
ローバルな人材を育成するため、高校生の留学費用を補助
する。

ﾍ 10 24 7 34 3 175,682 175,682 140,545 35,137 3 5 (4) ｱ

231
グローバル・リー
ダー育成海外短期研
修事業

海外での短期研修を体験させることで、国際的な視野を広
げ、様々なグローバル視点を持った人材を育成するため、
派遣プログラムを実施する。

ﾍ 10 24 8 34 3 131,498 131,498 105,198 26,300 3 5 (4) ｱ

232
進学力グレードアッ
プ推進事業

県内高等学校生徒の県外国公立大学等への進学を推進し、
沖縄県全体の大学等進学率の向上を図るため、県外の国公
立大学等への進学を希望する高校生を対象に、県外国公立
等合格支援プログラムを実施するとともに、教員指導力向
上プログラム実施する。

ﾍ 8 26 5 34 3 68,020 68,020 54,416 13,604 3 5 (3) ｱ

233 教員指導力向上事業
教員の指導力向上を図るため、小中学校の教員に対して、
地区別ブロック型研修や授業改善研修を行う。

ﾁ 8 24 5 32 3 11,189 8,035 6,428 1,607 3,154 3 5 (3) ｱ

234
小・中学生いきいき
支援事業

不登校児童生徒の登校復帰を図るため、小中アシスト相談
員を教育事務所に配置し、不登校や問題行動等の課題を抱
える学校に派遣を行い、生徒指導担当教諭や関係機関と連
携した取り組みを行う。

ﾁ 10 24 6 34 3 100,313 100,313 80,250 20,063 3 5 (3) ｲ

235
家庭教育支援「やー
なれー」運動充実事
業

市町村が主体となり、家庭教育を支援できる仕組みを構築
する。
市町村における家庭教育支援チームの結成支援、地域の実
態に合った家庭教育を実施する。

ﾁ 8 26 5 34 3 24,268 24,268 19,414 4,854 3 5 (1) ｲ

236
離島読書活動充実事
業

身近なところで読書ができる環境を構築し、読書環境の格
差の改善を図るため、 図書館未設置町村等における移動
図書館の開催、一括貸出、協力施設への貸出の実施を行う
とともに、読書活動の推進に係る講演会を実施する。

ﾁ 7 27 5 34 3 18,647 18,647 14,917 3,730 3 5 (2) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　28/29
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237 新規
「琉球・沖縄の知と
心」国際発信事業

新沖縄県立図書館郷土資料フロアの移民資料コーナーの充
実等により、本県独自の歴史・文化の価値を国際的に発信
し、県民のみならず世界のウチナーンチュに琉球・沖縄の
歴史と文化を継承していく。

ﾁ 3 31 4 34 3 19,142 19,142 15,313 3,829 3 1 (4) ｱ

238
みんなの文化財図鑑
刊行事業

県民等の郷土の歴史と文化の理解を深め、学術の振興に資
するため、国、県又は市町村の指定文化財等に係る文化財
図鑑を、「史跡名勝編」「埋蔵文化財編」「無形・民俗
編」「有形文化財編」「天然記念物編」の分野毎に5冊発
刊（今年度は「埋蔵文化編」1冊を刊行）し、学校や公立
図書館を中心に配付する。

ﾘ 8 26 4 34 3 15,783 15,783 12,626 3,157 3 1 (4) ｴ

239 組踊等教育普及事業

伝統芸能の鑑賞機会が少ない離島地域等の児童生徒に、教
育の一環として、重要無形文化財である組踊等の沖縄伝統
芸能を鑑賞する機会を提供するとともに解説書を活用した
事前学習の推進とワークショップによる体験学習を実施す
る。

ﾘ 7 26 5 33 3 91,833 86,539 69,231 17,308 5,294 3 1 (4) ｱ

240
琉球王国外交文書等
の編集刊行及びデジ
タル化事業

県民等の琉球王国外交文書に対する理解を深めるため、沖
縄戦で焼失した琉球王国時代における外交文書集「歴代宝
案」の編集・刊行、中琉歴史関係档案の刊行、琉球王国に
おける宣教師であるベッテルハイムの伝導日記の翻訳・編
集・刊行を行うとともに、国内外における交流史料の収
集、琉球王国関係資料のデジタル化を行う。

ﾘ 10 24 6 34 3 59,452 58,648 46,918 11,730 804 3 1 (4) ｱ

241
近代沖縄史料デジタ
ル化事業

県民の近代沖縄に対する理解を深めるため、沖縄戦で焼失
した近代沖縄の史料について、国立国会図書館や國學院大
学などに所蔵されている戦前の沖縄の新聞を中心とする近
代沖縄史料のデジタル化や新聞の記事見出しのテキスト化
を行う。

ﾘ 6 28 5 34 3 42,804 42,804 34,243 8,561 3 1 (4) ｱ

１） 平成31年4月1日 No.1～241（ただし、No.26、No.32、No.38、No.54、No.212、No.218を除く）【235事業】
２） 令和元年6月25日 No.32、No.38、No.212を追加。【３事業】

No.1、No.95は事業規模拡大等により増額。【２事業】

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入すること。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内とする。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入すること。
　　　　また、負担額のうち「その他」には、一部事務組合や広域連合などの沖縄県または市町村以外の者の負担額を記入すること。 　29/29


